
農業制度資金のしおり
こんなときは、こんな資金が利用できます。
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資金の使途
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負債整理・経営再建のため、資金を借りたい

農地等を購入したい

農地等を借りたい

農地等を改良・造成したい

農舎・畜舎・ハウス等の施設を建てたい

農機具等を購入したい

果樹・花き・花木を植栽・育成したい

家畜を購入したい

加工施設を建てたい

販売施設を建てたい

災害により被害を受けたため、
経営資金を借りたい
災害により被害を受けたため、
農業施設を復旧したい

短期の運転資金を借りたい

長期の運転資金を借りたい
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○は対象となっているもの、　△は一部対象となっているものを示しています。

※　各資金ごとに貸付要件がありますので、相談窓口に御確認ください。 

滋賀県農政水産部農政課
令和６年（2024年）９月



資　金　名 制　度　の　内　容 利用いただける方

農業近代化資金※１

青 年 等 就 農 資 金

農業経営負担軽減
支援資金※２

農 業 改 良 資 金

経営体育成強化資金

農業経営改善促進資金
（スーパーS資金）

農業経営基盤強化資金
（スーパー L資金）

農 林 漁 業
セーフティネット資金

認定農業者に
係る特例

　上記のうち、経営改善計画を達成するた
めに必要な資金

　新たに農業経営を開始する際の施設の設
置、機械の購入等に必要な資金

　農業経営の改善に必要な設備資金（農地、
施設、機械等の取得）、家畜・果樹等の経
営費、負債整理

　生産・加工・販売の新部門の開始など新た
な取組に必要な資金

　農業経営の改善のための前向き投資およ
び既往負債の償還負担軽減資金

　災害や社会的・経済的な環境変化などに
よる被害・影響に対する農業経営の維持に
必要な資金

　農業の経営改善の取組に必要な短期運転
資金

　償還負担軽減のための営農負債の借換え
に必要な資金

　農業経営の改善のために必要な長期資金 主業農業者等

上記のうち
認定農業者

認定農業者

主業農業者

認定新規就農者

認定農業者

農商工連携促進法
や六次産業化法の
認定者等

主業農業者等

主業農業者等

国の被災農業者等対策    
（★１） 貸付当初５年間実質無利子化    
（★２） 農業信用基金協会の債務保証に係る保証料を保証当初５年間免除    
（★３） 実質無担保・無保証人    
    
※１  令和元年４月から農業を営む個人の方も利用できるようになりました。    
　　  令和元年 11月から借入申込時期の制限を撤廃しました。    
　　  令和２年４月から資金使途の拡充、貸付限度額の引上げ等を行いました。    
※２  令和３年７月から新設。

■ 主な農業制度資金の御案内

農業制度資金の申請書はこちらを御覧ください。



貸付金利 貸　付　限　度　額 融資率 融資機関償還期間
（据置期間）（以内）

（令和６年９月１９日現在）

１.３０%
※３・４・６・７

８０～
１００%

─

─

─

─

─

１００%

１００%

１００%

1.３０%
★１

０.６５～1.１５%
★１

１.６５%

無利子

無利子

０.６５～1.１５%
※４・５・６・７

★１

０.６５～1.３０%
※７
★１

個  人：１,８００万円
法  人、団体等：2億円

資金使途に応じ
７～１８年

（うち２～７年）

１年
（極度額の範囲で５
年間借換えが可能）

１７年
（うち５年）

１０年
（うち３年）
特例１５年

２５年
（うち１０年）

２５年
（うち３年）

１２年
（うち資金使途に
応じて3～ 5 年）

１５年
（うち３年）

日本政策　　
金融公庫

日本政策　　
金融公庫

日本政策　
金融公庫

日本政策　　
金融公庫

農協等
★２
★３

農協等
★２
★３

農協等

日本政策　　
金融公庫

個  人：　５００万円
法  人：２,０００万円
　　       （極度貸付）

個  人：     　５,０００万円   　　
法  人：1億５,０００万円

①前向き投資：負担額の８０％
②再 建 整 備：個人　１,０００万円
　           （特認１,７５０万円、特定２,５００万円）
　　　　　　　     法人　４,０００万円
③償還円滑化：経営改善計画期間中の５年
　 　　　　　    （特に必要な場合は１０年） 
                       間で償還すべき金額の合計
④事業再生支援：負担額の１００％
　※ただし、①～④の借入総額が
  　 個人１億５,０００万円、法人５億円以内

一  般：６００万円以内
特  認：年間経営費等の６/12 以内
【ウクライナ情勢・原油価格上昇等に係る特例措置】
（通常とは別枠）
一般：６００万円以内
特認：年間経営費等の６/12 以内

個  人：  　3億円（特認６億円）
法  人：１０億円（特認２０億円
　　　　　　　　[一定の場合３０億円]）

３,７００万円（特認１億円）

1.３０%
※３
★１

営農負債額

※3  県の利子補給後の利率。
※4  J Aバンクから追加の利子補給あり。（一定の要件あり）    
※5  県および国の利子助成機関である (公財 ) 農林水産長期金融協会からの利子助成後の利率。    
※6  「実質化された人・農地プラン」において地域の中心となる経営体として位置付けられた認定農業者、農地中間管理機構から農用地等
　　 を借り受けた認定農業者または目標地図に位置付けられた者等に対しては、（公財）農林水産長期金融協会から上限２％まで利子助成。 
       （融資枠、助成期間に上限あり）    
※7「実質化された人・農地プラン」において地域の中心となる経営体として位置付けられた認定農業者、農地中間管理機構から農用地等を 
       借り受けた認定農業者または目標地図に位置付けられた者等であって、包括的・先進的ＴＰＰ協定、日ＥＵ経済連携協定、日米貿易協 
       定、日英包括的経済連携協定および地域的な包括的経済連携協定による経営環境変化に対応して、新たに規模拡大、農産物輸出等の攻
       めの経営展開を行う計画（経営展開計画）を作成し、 その計画の実行により経営改善が見込まれる農業者については、（公財）農林水産
　　 長期金融協会から貸付当初５年間のみ上限２％まで利子助成。（融資枠に上限あり）    

１  　　

④事業
※ただ
 　 個人

般



資金の種類 資   金   の   使   途

資金の種類 資   金   の   使   途

資金の種類 資   金   の   使   途

○ 認定農業者に係る特例

畜舎、果樹棚、農機具その他の農産物の生産、流通または加工に必要な
施設の改良、造成または取得に要する資金
（農地または牧野のみの改良、造成または取得に要するものを除く。）

１　建構築物等造成資金

２　果樹等植栽育成資金 果樹その他の永年性植物の植栽または育成に要する資金

　　認定農業者が農業近代化資金を利用する場合、スーパーＬ資金並みの低金利で融資が受けられる
　制度です。 

３　家畜購入育成資金 乳牛その他の家畜の購入または育成に要する資金

４　小土地改良資金 事業費１,８００万円を超えない規模の農地または牧野の改良、造成または
復旧に要する資金

５　長期運転資金 農業経営の規模の拡大、生産方式の合理化、経営管理の合理化、農業従
事の態様の改善その他の農業経営の改善に伴い要する資金

農業近代化資金の認定
農業者に係る特例

農業近代化資金の対象となる資金

農業経営改善促進資金
（スーパーＳ資金）

経営改善の取組に必要な、種苗代、肥料代、飼料代、家畜の購入費、
修繕費、地代（賃借料）、技術習得費、市場開拓費等の短期運転資金

■ 農業近代化資金の御案内

■ スーパーＳ資金の御案内

資金の種類 資   金   の   使   途

農業経営負担軽減
支援資金

償還負担軽減のための営農負債の借換えに必要な資金

■ 農業経営負担軽減支援資金の御案内　



貸付の相手方 申　請　時　に　必　要　な　書　類　等

貸付の相手方 申　請　時　に　必　要　な　書　類　等

貸付の相手方 申　請　時　に　必　要　な　書　類　等

○借入申込希望書兼経営改善資金計画書　○借入申込書
○借入申込書兼債務保証委託申込書（機関保証を希望する場合）
○法人・団体の概要（法人・団体）　○試算表（法人・団体）
○決算書（法人・団体）　○業務報告書（法人・団体）
○定款、規約（法人・団体）　○議事録（法人・団体）
○見積書　○設計書　○カタログ等

上記に加え、 ○農業経営改善計画書および同認定書の写し

農業を営む個人、法人、
団体等

認定農業者

○資金利用申込書兼借入申込書　
○農業経営改善計画書および同認定書の写し

認定農業者

貸付の相手方 申　請　時　に　必　要　な　書　類　等

○経営改善計画書　○借入申込書農業者（個人、法人）



■ 日本政策金融公庫資金の御案内
資金の種類 資   金   の   使   途

青年等就農計画の達成に必要な施設・機械の取得、家畜購入費、各種修繕費、農地
の借地料やリース料などの一括前払い、創立費・開業費など青 年 等 就 農 資 金  

農業経営の改善のための前向き投資および既往負債の償還負担軽減資金経営体育成強化資金

不慮の災害、経営環境の変化等に対する経営の維持安定に必要な資金

アグリビジネス強化（スーパーＷ）
　認定農業者が新たに法人を設立し、流通・加工業を行う場合に必要となる資金

共同利用施設
　農林水産物の生産、流通、加工、販売に必要な共同利用施設及びその他共同利用
施設の改良、造成、復旧または取得

農 林 漁 業
セーフティネット資金 

農地、牧野の新設・改良・造成、災害復旧農業基盤整備資金

農地、牧野の新設・改良・造成
（ただし、経営体育成促進事業として採択されたもの）

担 い 手 育 成
農 地 集 積 資 金

農林漁業
施設資金
（主なもの）

主務大臣
指定

共同利用
施設

農地の取得・改良、農業用施設・機械の取得、農産物の加工・流通施設の取得改良、
借地権の取得、家畜・果樹等の導入、自らの経営に密接に関係する海外現地法人に
対する貸付金、負債整理（制度資金に関する場合を除く）等の農業経営改善計画の
達成に必要な長期資金

農業経営基盤強化資金 
（ ス ー パ ーＬ資 金 ）

（農業者向け）
農業改良措置を行うために必要な
　・施設の改良、造成または取得に必要な資金
　・永年性植物の植栽または育成に必要な資金
　・家畜の購入または育成に必要な資金
　・農地または採草放牧地の排水改良、土壌改良その他作付条件の整備に必要な資金
　・農機具、運搬用機具等について、賃借権取得のための借賃全額の一時払いに必要
　　な資金
　・品種の転換を行うのに必要な資金
　   など

（食品加工・流通事業者向け）
農業改良措置を行うために必要な
　・農商工等連携促進法による農商工等連携事業計画や六次産業化法による総合化
　　事業計画に基づく農業経営に必要な施設の設置、加工・販売施設の改良、造成
　　または取得に必要な資金

農 業 改 良 資 金  



貸付の相手方 申　請　時　に　必　要　な　書　類　等

担い手農業者向け

資金ごとに異なりますが、代表的なものをあげると次のとおり
です。
○借入申込希望書兼経営改善資金計画書（農業改良資金に
　あっては農業改良措置に関する計画を含む）
○貸付対象者としての要件を確認できる書類（農業経営改
　善計画書とその認定書、青年等就農計画とその認定書な
　ど）　　　
○過去 3か年分の青色申告書等収支実績、資産内容がわか
　るもの
○既往の借入金の残高、返済条件がわかるもの
○土地家屋評価証明書（市町が発行するもの）

[借入申込みに必要な書類 ]
審査や特別融資制度推進会議による認定など、所要の手続
を経た後、借入申込みになります。借入申込みに必要な書
類は所定の借入申込書のほか、資金ごとに異なります。

詳しくは日本政策金融公庫にお問い合わせください。

認定新規就農者
（市町長により青年等就農計画の認定を受けた
者）

認定農業者
（市町長により農業経営改善計画の認定を受け
た者）

・農商工等連携促進法による農商工等連携事業
　計画の認定を受けた農業者など
・農林漁業バイオ燃料法による生産製造連携事
　業計画の認定を受けた農業者など
・米穀新用途利用促進法による生産製造連携事
　業計画の認定を受けた生産者など
・六次産業化法による総合化事業計画の認定を
　受けた農業者など
・みどりの食料システム法による環境負荷低減事
　業活動実施計画等の認定を受けた農業者など
・持続農業法の廃止前に認定導入計画の認定を
　受けた農業者など
　（エコファーマー）

・農商工等連携促進法による農商工等連携事業
　計画の認定を受けた中小企業者など

・農業を営む個人および法人・団体

・認定農業者や認定新規就農者など農業を営む
　個人、法人
・一定の要件を満たす団体

○借入申込書　○経営安定計画　○最近３か年の決算書類
○登記簿謄本および定款（法人の場合）　○被害について
の市町長の証明書（罹災証明書、ただし被害を受けた経営
の再建に使用する場合）

認定農業者が設立した法人 上記「担い手農業者向け」と同様

農協、農協連、土地改良区、土改連、一定の要
件を満たす法人など

○借入申込書　○登記簿謄本および定款　○最近３か年の
決算書類　○事業内容がわかるもの（設計書、見積書、そ
の他契約書類、施設の配置図など）
など

土地改良区、土改連、農協、農協連、一定の要
件を満たす法人など

○借入申込書　○収支予算書、借入議決書、議事録　○最
近会計年度の収支決算書、財産目録、事業報告書　○貸付
対象事業調書、選認定通知書（選認定事業の場合）　○計
画一般図　○定款、その他規程類　○県営事業で市町経由
で分担金を納入する場合は当該市町の分担金徴収条例、市
町事業の場合は賦課金徴収条例、共同施行の場合は事業施
行および資金借入に関する同意書　など



農業制度資金の相談窓口

［融資に係る債務保証の御案内］

○各農業協同組合
○各市町農政担当課
○県関係機関
　 ■農政水産部
　　 農政課農業団体指導検査室
　 ■各地域における相談窓口
　　 大津・南部農業農村振興事務所農産普及課
  　  甲賀農業農村振興事務所農産普及課
  　  東近江農業農村振興事務所農産普及課
  　  湖東農業農村振興事務所農産普及課
  　  湖北農業農村振興事務所農産普及課
  　  高島農業農村振興事務所農産普及課
○国関係機関
　 ■近畿農政局経営・事業支援部経営支援課
○関係団体
　 ■滋賀県信用農業協同組合連合会営業部 
　 ■株式会社日本政策金融公庫大津支店農林水産事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　 ■公益財団法人滋賀県農林漁業担い手育成基金 

http://www.pref.shiga.lg.jp/

０７７－５２８－３８１３

０７７－５６７－５４１２
０７４８－６３－６１２６
０７４８－２２－７７１５
０７４９－２７－２２１３
０７４９－６５－６６１３
０７４０－２２－６０２５

０７５－４１４－９０５５

０７７－５２１－１６３５
０７７－５２５－７１９５
https://www.jfc.go.jp/
０７７－５２３－５５０５

　農業者等が融資機関でお借入れされるときに、滋賀県農業信用基金協会が債務保証を行
うことで信用力を補完し、融資が円滑に行われるようにします。
（保証料率）
　資金や個別事項（有担保・無担保・個人・共同）により保証料率が異なるため、融資機
関または滋賀県農業信用基金協会までお問い合わせください。
●無担保での借入申込みに必要な書類
　①借入申込書（兼債務保証委託申込書） ②個人情報の収集・保有・利用・提供に関する同
意書 ③運転免許証 ④住民票または住民票記載事項証明書 ⑤健康保険被保険者証 ⑥公的所
得証明書または源泉徴収票 ⑦申告書一式 ⑧納税証明書 ⑨見積書 ⑩契約書 ⑪カタログ等写
し ⑫計画図面 ⑬現地地図 ⑭その他
●有担保での借入申込みに必要な書類
　上記の書類のほか ①固定資産評価証明書 ②土地・建物登記簿謄本 ③公図 ④建築確認申
請書・建築確認済証※必要時

■相談窓口：滋賀県農業信用基金協会事業部　 　 ０７７－５２１－１７２２

※借入れに当たっては、経営状況を分析し過大にならないよう十分に検討の上、資金計画を立ててください。


